朝鮮民主主義人民共和国　建設的対話後の文書回答2025年8月
（訳注　本文書の原英文は、「Additional responses after the Dialogue from the Democratic People's Republic of Korea」（United Nations Digital Library System INT/CRPD/AIS/PRK/64053）である。これは、国連の障害者権利委員会第33回会期（2025年8月）の、朝鮮民主主義人民共和国との建設的対話後に、同国から提出された追加回答文書である（2025年8月13日提出）。https://tbinternet.ohchr.org/_layouts/15/treatybodyexternal/SessionDetails1.aspx?SessionID=2546&Lang=en）

1) 法律及び政策の定期的な見直しメカニズム
法律及び政策の定期的な見直しは、最高人民会議常任委員会（Presidium of the Supreme People’s Assembly）と内閣によって実施され、それらが実際の状況に合致し、人権の促進と保障に寄与しているかどうかを確認するものである。
こうした見直しは、法律や政策の文書上の条文ではなく、日常的な検査や集中的な検査を通じて、その現実面での実施状況を対象として行われる。
検査の過程で不備が認められた場合、その不備が法律・政策の抜け穴に起因するものか、その他の要因に起因するものかをさらに調査し、前者と判断された場合には、所定の手続きに従って関連する法律・政策を改正する。
UPR（Universal Periodic Review 普遍的定期審査）報告書や条約報告書の作成は、関連する国際条約に照らして国内法を検証する重要な機会である。
条約の要件に沿って報告書が作成されるにつれて、国内法もそれに応じて見直され、関連する措置が取られる。

2) 憲法や民法などの国内法の、障害のある人に関する差別的表現を排除する措置
[bookmark: _Hlk220164449]2003年の「障害者保護法（the Law on the Protection of Persons with Disabilities）」制定を契機に、「障害者」（disabled）という表現が「障害のある人」（persons with disabilities）に改められた。2024年には、ろう者（deaf）協会と盲人（blind）協会がそれぞれ「朝鮮聴覚障害者協会」（Korean Association of Persons with Hearing Impairment）、「朝鮮視覚障害者協会」（Korean Association of Persons with Visual Impairment）に名称変更された。
（訳注　上記の団体名は英文ではPersons with～（障害のある人）なので、このルールに従うと「～障害のある人の協会」のようになるが、日本語では一般的に団体名は「～障害者協会」などとされるので、本訳文でもそのようにしている。）
憲法、刑法、刑事訴訟法などでの、「精神異常者」（insane）や「唖者」（dumb）といった障害のある人に対する蔑称表現は、2024年に「精神障害のある人（a person with mental disability）」および「言語障害のある人（a person with speaking impairment）」に置き換えられ、現在では上記法律に蔑称は存在しない。

3) 障害者権利条約（CRPD: Convention on the Rights of Persons with Disabilities ）普及のための仕組み 
障害者権利条約（CRPD）やその他の国際人権条約は、様々な形態と経路を通じて普及されている。
主要大学の法学部カリキュラムには人権の国際条約が組み込まれ、その要件と内容に関する知識習得を支援している。2020年からは、将来の法律実務家が世界人権宣言と関連条約の要件・内容や人権の国際基準を十分に理解できるよう、人権の国際条約を大学院法学課程の独立科目として導入し、包括的・深層的な情報を提供している。
条約に関する知識をマスメディアを通じて広めることは、国民の意識向上に非常に効果的であることが証明された。国内の障害者の日及び国際障害者デーその他の記念行事は、関連する国内法と併せて条約を広める重要な機会となった。
条約はまた、CRPDと国内の障害者関連法規集、保健・教育・労働などの分野別法令集といった刊行物を通じて広く普及している。
国内の障害者関連法の採択により、条約をより効果的に普及させる条件が整った。過去には条約の普及活動が数多く行われたが、一部の人々が専門家や関係者のためのものと捉える傾向があったため、あまり成功しなかった。現在では国内障害者関連法と連動して条約についての情報を発信しているため、条約と国内の障害のある人の権利に関する国民の認識が著しく向上した。

4) マラケシュ条約の実施に向けた措置
出版指導局の指導のもと、光明（Kwangmyong）出版社が視覚障害者向け点字書籍を刊行している。同出版社は、視覚障害学生用教科書、社会政治教育用書籍、経済・技術関連書籍、文学選集、「障害者権利保障促進に関する朝鮮民主主義人民共和国法」、法令集、その他障害のある人の権利促進及び日常生活に関連する書籍を刊行している。
出版指導局（Publication Guidance Bureau）と光明出版社は、視覚障害のある人の需要を十分に考慮し、外国書籍の点字印刷・流通のための体系的な仕組みを構築している。外国出版社から朝鮮書籍の点字印刷に関する提案を受けた場合、協力に尽力する。

5) 障害関連計画の策定・実施の際の、医学的アプローチから権利ベースのアプローチへの転換に向けた措置
医学的アプローチから権利ベースのアプローチへの転換を図るため、DPRK（Democratic People's Republic of Korea　朝鮮民主主義人民共和国　以下、北朝鮮。）は国内の障害者関連法を再検討・改正し、条約との整合性をさらに高めるとともに、障害のある人に対する啓発活動をより積極的に推進し、支援・援助を拡大することで、障害のある人の自立生活と社会的インクルージョンを促進する措置を講じた。
障害者保護法（the Law on the Protection of Persons with Disabilities）は2023年9月に障害者権利保護促進法（LPPRPD: the Law on the Protection and Promotion of the Rights of Persons with Disabilities）に改正され、障害のある人の社会経済的・文化的権利に関する具体的規定と、規定された権利の実現を促進するために機関・組織・個人が果たすべき義務が明記された。 
これは、障害のある人を単なる恩恵の受給者ではなく、他者と同等の権利の保有者と見なし、その権利を可能な限り完全に保障するという、北朝鮮の決意を明確に示す。 
これまで、朝鮮障害者保護連盟（KFPD: Korean Federation for the Protection of the Disabled　訳注　平壌に本部がある北朝鮮政府公認の障害者関連NGO。）の活動は障害のある人のリハビリテーションを中心に展開されてきた。
障害者権利保護促進法の採択以降、障害のある人に関するあらゆる取り組み、すなわち関連する全ての法律や政策の採択・実施は、同法の規定に基づき、障害のある人の社会政治的・経済的・文化的権利の保護と促進を中心に行われている。
例えば、障害者保護委員会（committees for the protection of persons with disabilities　訳注　北朝鮮政府の行政・協議機関。）の活動は、社会的・政治的権利、教育、雇用、健康、娯楽など、社会生活のあらゆる分野における障害のある人の権利の促進を通じて行われる。
医療は、保健サービスが提供する義務的ケアの一部に過ぎないと認識されるようになった。（訳注　これまで障害のある人の主な支援のひとつとしての医療だったが（医学モデル）、現在は権利保障の一部としての医療サービスとなっている。）
一般市民の障害のある人に対する態度には大きな変化がもたらされた。この変化は、障害のある人に対する国民の意識を高めるために、関連機関が精力的に取り組んだ結果である。
障害のある人に対する市民の意識は、同情から積極的な支援、そして障害のある人の才能、可能性、社会への貢献を認める方向に変化し、その結果、医学的アプローチから権利的アプローチ（rights-approach）へと、国民の視点の変化に良い影響を与えた。
障害のある人への支援とサポートはさらに強化され、自立生活と社会参加が可能となった。
障害のある人の学習、健康、生活に対して誠実な支援と援助を行なった、心温まる人々をメディアが広く報道したことが、障害のある人に対する友好的な社会的雰囲気の醸成に大きく貢献した。
例えば、この会議（訳注　ジュネーブでの建設的対話）に出席するために平壌を離れる一週間前の7月30日、朝鮮の主要紙である労働新聞は、地元の町で聴覚障害や言語障害のある3人の生徒に、話すこと、さらにはバレーボールや書道さえも教えることに成功した献身的な女性教師についての記事を掲載した。この記事は一般大衆の大きな反響を呼んだ。
障害のある人の支援への熱意を高めるための措置も取られた。 
例えば、昨年12月に「障害者支援基金（Support Fund for Persons with Disabilities）」が創設され、今年5月までにこの基金への寄付者は数万人に達した。一般市民は障害者学校や障害者団体への支援にますます熱心になり、その結果、障害のある子どもの寄宿学校が数校改修され、教育、リハビリテーション、労働環境が改善された。

6) 障害のある女性と少女の権利の享受と、彼女たちの代表組織
北朝鮮では、障害のある女性を含む全ての女性が男性と平等な権利を行使しており、障害のある女性の権利を制限する法的・制度的バリアは存在しない。したがって、全ての障害のある女性は、農村や遠隔地域を含むあらゆるレベルの人民委員会選挙において、選挙権と被選挙権を持つ。また、朝鮮労働組合総連盟（General Federation of Trade Unions of Korea）や朝鮮社会主義女性同盟（Socialist Women’s Union of Korea）などの政治・公共組織、朝鮮障害女性連合会（Korean Association of Women with Disabilities）などの障害者団体にも加盟し、障害のある人を含むすべての女性の権利促進活動に積極的に参加している。
例えば、2011年に南咸鏡道、江原道、平安北道、平安南道の4道で試験的に朝鮮障害者保護連盟傘下に組織された障害女性協会（Associations of Women with Disabilities）は、2019年以降、平壌に中央レベルの組織である朝鮮障害女性連合会（KAWD）として再編され、全国に支部を展開している。KAWDの各道支部は、会員に対し、障害のある女性たちと面会し、彼女たちのニーズや要望に関するデータを収集するために、すべての郡や村を訪問するよう奨励している。また、障害のある女性が行動計画の策定と実施に積極的に関与できることを保証している。

7) 知的障害・精神障害を含む全ての障害のある人の表現の自由を保障する法的措置
障害のある人を含む全ての市民は、苦情や請願を申し立てる権利、言論及び報道の自由を持つ。
障害者権利保障法（the Law on the Guaranteeing of the Rights of Persons with Disabilities　訳注　障害者権利保護促進法（LPPRPD）と同じ法律である。朝鮮語の原題は「障害者権利保障法」だが、英語表記が2種類ある。）第14条では、障害のある人が国家及び社会の発展促進、障害のある人の社会的地位及び役割の向上に寄与するため、口頭、書面、印刷物、芸術形式のいずれかで意見を表明できると規定されている。また第15条では、障害のある人は苦情及び請願を提出する権利を持つと規定されている。苦情及び請願を扱う機関は、障害のある人にとって利用しやすい環境を提供しなければならない。苦情及び請願に関する法律第37条及び第42条は、機関や組織が苦情調査の過程で知り得た秘密を厳重に守秘し、苦情申立人への圧力や報復行為、苦情の無視や処理の怠慢といった行為を行なってはならないと規定している。
苦情処理部門の業務への干渉は一切認められず、苦情調査の結果は法律によって保証される。
申立て調査の結果に不服がある者は、再度申立てを行うことができ、この場合、最初の者より上位の者が申立てを処理する。
こうした法的保証のもと、障害のある人は自らの権利・利益が侵害されるのを防ぐため、あるいは侵害された権利・利益の回復を求めるため、制限なく苦情を申し立てることができる。また、機関・組織・職員の業務改善を求める請願を行うこともできる。 
苦情や請願は、本人自ら、またはやむを得ない事情がある場合には代理人または後見人を通じて行う。
障害のある人は、家族生活や社会生活に関する苦情・請願を主に朝鮮障害者保護連盟（KFPD: Korean Federation for Persons with Disabilities）の中央委員会または道委員会に提出する。
障害のある人は、新聞、出版物、テレビ、イントラネット、インターネットホームページなど、様々なオンライン・オフラインの手段を通じて意見や見解を表明する。
北朝鮮は、市民が情報に対する権利を十分に行使し、公共・社会生活に関する様々な問題について意見を表明できるよう、新聞やその他の出版物の数と種類を増やし、特定地域で新たなテレビ局を開局し、イントラネットへのアクセスを改善した。
人権の促進と保護において重要なのは、自らの権利を認識し、それを十分に行使することだけでなく、他者の権利を尊重すること、もある。
したがって、他人の権利や名誉、国家の安全や公共の秩序を侵害する発言、文章、出版物は許容できない。その制約事項は刑法やその他の関連法に明確に規定されている。

8) 各分野の基準・ガイドラインへのユニバーサルデザインの組み込み
建築設計ガイドラインは、2009年7月19日に初めて策定・採用され、2025年6月までに3回の改訂が行われている。これには、道路や公共建築物の建設・改修の際に、あらゆる障害のある人が可能な限りバリアなく利用できるよう、道路や公共建築物をバリアフリー化するための技術的要件が盛り込まれている。
例えば、歩道、横断歩道、バス停、橋梁、トンネルは、車椅子利用者、杖や補助具使用者、視覚障害のある人の通行・利用ニーズに対応するよう設計することが求められている。建物についても、車椅子用スロープ、障害者用出入口（disability exits）、点字ブロック、点字表示板、障害者用エレベーター・トイレ・浴室・個室・優先座席の設置が設計要件となっている。
軽工業省も、障害のある人の完全なアクセシビリティを確保するため、日用品の設計・製造に関するガイドラインを策定している。情報産業省（Ministry of IT Industry）も、ホームページ、ネットワーク端末、携帯電話の設計にユニバーサルデザインの要件を組み込むガイドラインを策定し、遵守している。

9) 脱施設化に向けた期限付き計画
2024年、北朝鮮では、幼稚園の障害児クラス開設の試験的実施に向けた準備が完了した。
2025年からは各道・市・郡の幼稚園で障害児クラスを試験的に実施し、2026年からは全国の幼稚園で障害児クラスを組織し、これを徐々に初等・中等学校に拡大する。これにより障害児教育は全国的にインクルーシブ教育・統合教育へ移行する。
これにより、現在運営されている聴覚・視覚障害児の学校の需要は徐々に減少し、最終的にはこれらの学校は普通学校へ転換される。
障害児リハビリテーションセンターは、知的障害のある就学前児童に対し、保護者の希望に応じて週単位または日単位のリハビリテーションや保育サービスを提供している。これは障害のない児童のための幼稚園と同じ建物内で行われている。 
リハビリテーションを受ける障害のある子どもは、別個にリハビリテーションサービスを受けながら、他の子どもと一緒に、レクリエーション活動を含めて、遊びやその他の日常活動を行う。 
したがって、障害児リハビリテーションセンターは分離施設ではない。

10) 重度の障害のある人、在宅者、入院者が全国標本調査に含まれるかどうか
2025年全国障害者標本調査は、機能障害の種類・原因・程度、教育、就労、婚姻状況などの指標に基づき、総人口の11％にあたる210万人を対象に実施された。
この調査では、家庭医や近隣ユニットの長が調査員を務め、管轄区域内の全世帯員に関する詳細な情報を把握していたため、漏れなく調査が行われた。
調査員は各家庭を直接訪問し、質問と回答の形式で調査を実施した。 
そのため、自宅や病院にいる重度の障害のある人を含め、障害のある人に関する非常に詳細な情報が調査で収集された。 

11) 朝鮮手話の北朝鮮公用語としての認定と普及のための措置
2014年、朝鮮手話は北朝鮮の公用語として認められ、2016年の朝鮮手話非常設審議委員会発足以来、新しく造られる言葉の審議・定義・普及が国家事業として進められている。2016年以降の11回の手話言語審議委員会会議で、5,000語が造語・定義された。
聴覚障害のある人の法的能力行使の際には、朝鮮手話は公用語としての地位を認められており、発話障害または聴覚障害のある人が民事訴訟を提起する場合、あるいは証人として法廷に出頭する場合、手話言語通訳者が関与し意見を代弁する。
手話言語利用の促進については、朝鮮手話通訳者協会は重要な役割を担っている。2014年5月の組織化以来、協会は教育・雇用・報道などの分野の需要に応えるため、毎年30名以上の通訳者を養成している。また「朝鮮手話言語辞典」の出版を支援し、コンピュータ端末や携帯電話で使用するプログラムを開発した。
北朝鮮の障害者権利保護促進法第58条には以下の規定がある：メディア、報道機関及びその他の関連機関は、点字と手話言語の調和的な発展を確保するため、これらに関する研究をさらに推進し、定期的に点字書籍を出版するとともに、各種映像作品に字幕や手話言語通訳画面を導入し、障害のある人が多様な情報形態に完全にアクセスできるようにしなければならない。
これに基づき、科学教育映画、長編映画、その他多様な映像作品に対し、聴覚障害者向けの手話言語字幕または韓国語字幕がイントラネット端末やモバイルネットワークで提供されている。これらはテレビチャンネルや萬方（Manbang　訳注　「あらゆる方向」を意味する。）ネットワーク（訳注　朝鮮中央放送委員会が提供する国営のデジタルメディアプレイヤー）でも放送されている。
2024年以降、高麗航空では離陸前の手話言語通訳と映像放送が義務化されている。

12) 障害のある人へのリハビリテーションサービス提供のための措置
1985年4月に医学的リハビリテーション強化措置が採択され、中央から郡レベルまでの各病院にリハビリテーション部門（therapy department）が設置され、複数の診療所に治療室が設けられた。また、障害のある人への機能的リハビリテーションサービス提供のため療養所と回復施設（recuperation home）が設立された。
今年（2025年）初め、亀城（Kusong）市、江東（Kangdong）郡、龍岡（Ryonggang）郡で、医療サービス向上のため標準病院（standard hospital）の建設が開始された。建設過程で蓄積された経験を基に、この種の病院は今後毎年、各地域から1つずつ、計20の郡・邑（town　訳注　郡の中心地区。郡人民委員会は邑に置かれる。）に建設される予定である。
障害のある人のリハビリテーションに関連する全ての費用は国家が負担する。
（翻訳・佐藤久夫、岡本 明）
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